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物流業界の課題①
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※2015年度を100とした場合

営業貨物自動車の需給ギャップ

2015 2030

輸送業従事者数の減少

時間外労働の上限規制
2030年には

35.9%の
需要ギャップ

2030年には

35.9%の
需要ギャップ

767
千人 519

千人

32.3%の
ドライバー減少

16.6%の
ドライバーに影響

960h
以下

960h
以上

輸送能力低下の深刻化

全産業平均 輸送業

13.7% 9.5%

34.7% 45.2%

16.6% 10.1%

高齢層の
早期リタイア
高齢層の

早期リタイア

若年層の
後継者不足
若年層の
後継者不足 全産業平均より

19% 長い労働時間
10.2% 低い年収

■若年層 ■中年層 ■高齢層

偏りのある年齢構成

ドライバー不足を加速する労働環境

長時間労働・低収入

労働時間/年 平均年収

全産業 2100時間 487万円

輸送業 2500時間 437万円

積載荷待 往路（実車）

帰路（空車）

全体の55％で平均105分
の荷待時間が発生

低積載の貸切輸送

労働環境を悪化させる非効率な物流
業務時間における稼働率の低さ

長距離移動になるほど
空車時間増加 低積載が常態化

2024年問題への対策として待機時間の削減や荷役作業の可視化がフォーカスされていますが、最も
深刻な課題は輸送能力の低下です。
トラックドライバーの働き方改革に関する法律が適用される一方でドライバー不足は益々加速し、
今後の物流を持続可能にするためには
荷主企業と物流事業者が協力して生産性を向上させることが必要不可欠となります。
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物流業界の課題②

・時間通りに届かせるには２人稼働が必要
・ 1人稼働の場合延着の可能性

2024年より
残業時間上限960h/年
拘束時間3,300h/年

ドライバー1人で対応

■現状実態（拘束時間イメージ）

実態拘束時間合計 ※12.5h/日

■働き方改革改正法施行後

実態拘束時間上限 12h/日

業務
終了東京 大阪

550km業務
開始

※長距離輸送の他、積み込み積み下ろし作業や拠点移動などの時間含む

現在、最も荷物が流動している東京-大阪間では、一人のドライバーで恒常的に輸送することが困難
となります。
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物流効率化の取り組み①
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物流効率化の取り組み②
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荷主と物流事業者が連携した共同輸配送スキームの構築
ドライバーの労働環境改善＋生産性の向上＋脱炭素の推進

⇒持続可能な物流網の実現

Before

After

物流効率化の取り組み③
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（１）期待
自動運転トラックと同様、運転士のリソースが省力化されるインフラが増える
ことには大きな期待をしており、ユーザとして協力したい。

自動物流道路について

（２）自社の輸送への活用
幹線輸送と域内配送（ラストマイル）の双方で、インフラが整った区間から
全国のどこであっても最大限活用したい。

（３）考慮していただきたいこと
物流インフラを共同利用するには、荷役機材の規格化や、積み降ろし拠点の
配慮、またそれらに対する荷主企業のご理解が重要となるため、企画・設計段階
からそれらユーザ意見の反映をご配慮いただきたい。
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ご清聴ありがとうございました


